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自己紹介
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氏名 三嶋 英城

年齢 ３９歳

略歴 ２００５年 ニフティ（株）入社
通信、Web/スマホアプリ、クラウド事業領域での
商品企画・事業開発、CVC運営を経験

２０１８年（株）三井住友銀行入社
ITイノベーション推進部配属
オープンイノベーション拠点「hoops link tokyo」の総括

２０１９年 SMBCクラウドサイン（株）設立
代表取締役社長へ就任



（株）SMBCクラウドサイン
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契約プロセスを中心とした、日本のレガシーな風習・業務プロセスの変革

事業ビジョン

（４９％）（５１％）

社会的信用力と法人顧客基盤 リーガルテック商品の企画開発力



提供サービス

6

契約締結から契約書管理まで可能な

クラウド型の電子契約サービス
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利用イメージ
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電子署名とタイムスタンプ
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メリット
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対象書類例
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様々なオプション機能
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期限アラート 一括書類作成＆送信 書類インポート

IPアドレス制御 アクセスコード 承認権限

紙の契約書
（PDF）

電子契約
（他サービスで締結）

一元管理

＋



電子契約市場の推移
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出典：矢野経済研究所（https://www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/2582）
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クラウド型電子契約の浸透
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２０２０年度の脱ハンコはどう進んだのか？



クラウド型電子契約の浸透
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大企業での導入・試行が一気に加速した。



大企業導入の背景
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2020.7

2020.5

2020.6

2020.9

取締役会議事録でのクラウド型電子契約利用が正式に認められる。

商業登記のオンライン申請で、クラウド型電子契約にて承認された取締役会議事録や契約書面を

添付書類とすることが可能に。

内閣府・法務省・経産省が、「押印についてのQ&A」を公表。押印の効果が限定的であることを明言。

総務省・法務省・経産省が、「利用者の指示に基づきサービス提供事業者自身の署名鍵により暗号化等を行う

電子契約サービスに関するQ&A」(電子署名法第2条関係)を公表。

総務省・法務省・経産省が、「利用者の指示に基づきサービス提供事業者自身の署名鍵により

暗号化等を行う電子契約サービスに関するQ&A」(電子署名法第3条関係)を公表。

法解釈が明確化され、クラウド型電子契約が電子署名法第3条に準拠しうることを公式に表明。

2020.7

国の強力な後押しで利用環境が整備された



SMBCグループでの事例
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SMBCグループでの事例
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三井住友銀行
（業務委託契約、NDA、雇用契約など）



SMBCグループでの事例
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SMBC信託銀行
（スマート相続）

三井住友ファイナンス＆リース
（リース契約）

最大１１万件/年



クラウド型電子契約の浸透度合い（推定）
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導入 実利用

１０％～ １％～

※社数ベース
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課題と今後の展望
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1. 取引先の理解

2. 業務プロセスの最適化

3. 電子契約の使い方

4. 法改正

ネットワーク効果

導入サポートの拡充

運用事例・判例

国の更なる後押し

課題 解決のポイント

加速度的にクラウド型電子契約が普及する見通し



電子契約の先には
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契約書管理機能の強化

契約書データの利活用へ



”紙より速くてセキュアな契約がビジネスを変える“

メガバンクが利用する信頼の電子契約サービス「SMBCクラウドサイン」
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